
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

仕事と生活の調和（ワークライフバランス）に対する意識の醸成のため、広く周知・啓発を行う。

仕事と子育て・介護などとの両立ができる職場環境の整備について、企業が積極的に取組むことができるよう、関係団体と連携し、より多く

の企業（事業所）に対し関係法規の趣旨、育児・介護休業制度等について周知・啓発を行う。

目標に対

する成果

の状況

目標を上回る登録企業数を達成できた。

 概算事業費（B（A）+C） 6,385 6,265 6,116 6,190

5,781 5,781 5,781

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

0.70 0.70 0.70 0.70

5,822

563 484 335

Aの

財源

608 508 440 409

予

算

額

前年度繰越

当初予算 608

補正予算

508 440

啓発事業の実施 直接

508 440 409

合計（A) 608 409

175

社員の子育て応援企業の表彰 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

ワークライフバランス推進セミナー 直接

平成24年11月塩尻市において推進セミナーを開催し

た。（参加者１２３名）

51 30 51

従業員の子育てを支援する職場環境づくりに積極的

に取り組む４企業を表彰した。

35

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 県が先頭に立って事業を実施することで、民間における取組みの促進が期

待される。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

課・室 労働雇用課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  ５　雇用・社会参加促進 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－６　職業能力の開発と暗線できる雇用・就業環境づくり

「社員の子育て応援宣言！」の登録企業数（累計）が平成２４年度末に２５５件

仕事と家庭を両立しながら働き続けることができる職場環境づくりを推進する。

○働く女性の約６割が出産を機に退職している。（女性の就業率は３０～４４歳において前後の年代よりも低くなるM字カーブとなってい

る。）

○長時間労働などにより、健康を害する事例が見受けられるとともに、男性の家事・育児参加の時間は、他の西欧諸国に比べ低くなって

いる。

成果目標の達成状況

項目

社員の子育て応援宣

言登録企業数（累計）

（社）

事業番号 06 07 07 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 仕事と家庭両立支援推進事業仕事と家庭両立支援推進事業仕事と家庭両立支援推進事業仕事と家庭両立支援推進事業
担

当

課

部局 商工労働部

　２　雇用の促進　３　働きやすい労働環境づくりの推進 実施期間 H19 ～

52 35

・啓発用パンフレットについて、事業主向け6,000部、

労働者向け16,100部を作成、配布した。

・社員の子育て応援宣言登録企業がH24年度末に累

計262社となった。

354 253 323

合計 440 335 409

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

320255 262 達成


